
1第７３回調整力及び需給バランス
評価等に関する委員会 資料６

２０２２年 ５月２５日

調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 事務局

「再エネ主力電源化」に向けた
技術的課題及びその対応策の検討状況について

～ 感度係数の特性分析と将来断面の慣性力確保状況の試算～
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検討概要

これまでの本委員会での整理事項
～「再エネ主力電源化」における系統安定性に係る技術的課題の抽出と対応策の方向性～

◼ これまで本委員会(第55回(2020年10月27日)、第57回(2021年2月15日)、第61回(2021年5月26日))に
おいて、「再エネ主力電源化」に向けて再エネの導入量がさらに高いレベルまで増加すると、系統安定性の観点からの
課題が発生し、更なる再エネ導入の妨げとなる、あるいは、需要家の不利益となる可能性があると考え、検討に着手
し、その技術的な課題の抽出と対応策の方向性を議論してきたところ。

BエリアAエリア ・・・

• 同期電源の減少に伴い慣性力の低下
による電源脱落時のRoCoF増加

• さらに、同期化力の低下により、電源
脱落時の同期電源の振動が大きくなり、
特に電源脱落エリアのRoCoFが大きく
増加

<対応策の方向性>

• 電源脱落エリアのRoCoFの増加が大
きくなる特性より、電源脱落エリアへ慣
性力増加対策を講じることが効果的

• また、電源脱落エリアだけでなく、系統
全体としてのRoCoF改善効果もあり

<技術的な課題>

電源脱落

周波数(Hz)

時間

慣性力の低下
＆

同期化力低下
↓

電源脱落エリアの
RoCoF大きく増加

＜Aエリア系統＞

RoCoF減少

電源脱落エリアへ慣性
力増加対策が効果的

G

G効果：大 効果：小



3これまでの本委員会での整理事項
～感度係数の提案と慣性力管理値の算出、将来の慣性力必要量と対策費用算出、調達方針の整理～

◼ 第64回(2021年8月23日)において、感度係数を提案し、それをもとに各エリアの慣性力Msys管理値を算出する
とともに、各マスタープラン中間整理シナリオの慣性力の必要量と確保状況およびその対策費用について試算を行い、
広域的な調達方針について整理した。

検討概要

• 各エリアの慣性力が、電源脱落エリア
のRoCoF低減にどの程度寄与してい
るかの割合を感度係数として算出

• RoCoF2.0Hz/sとなるバランスと感度
係数からMsys管理値を算出

<将来の慣性力の必要量、費用>

• 感度係数とMsys管理値を用いてマス
タープラン中間整理シナリオにおける慣
性力不足断面及び対策必要量及び
対策費用を算出

<感度係数、Msys管理値>

<調達方針>

Aエリア Bエリア

G G

100%

AエリアのRoCoF低減効果
50%

・・・

周波数(Hz)

時間

至近慣性力の
感度係数を100%

50%

33%

慣性力[GW・s]

1 8760 4月

・・・

3月

不足慣性力[GW・s]

顕在化断面数を確認し、広域的
に慣性力を調達する方針を示した

Aエリア(2.0Hz/s超過エリア)

必要慣性力
(Msys管理値)

• 感度係数を用いて、広域的に慣性力
を調達する方針を示した

対策量及び対策費用



4これまでの本委員会での整理事項と本日の論点
～感度係数の特性分析と前提条件の整理～

◼ 第64回(2021年8月23日)において、電源脱落地点との電気的距離に応じて感度係数が異なることが確認され
ており、「慣性力の設置地点毎に算定する」、あるいは「エリア単位など一定の電気的距離の区分を設定して算定す
る」など、その管理方法については引き続き検討することとされていた。

◼ 今回、感度係数の系統状態等による影響について分析(特性分析)を行い、その分析結果に基づいて感度係数を
算出するうえでの前提条件など(感度係数の管理方法など)を改めて整理したので、ご議論頂きたい。

出所）第64回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/chousei_jukyu_64_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/chousei_jukyu_64_haifu.html


5(参考) 第55回本委員会での整理事項
～「再エネ主力電源化」における系統安定性に係る検討について～

◼ 再エネの導入量増加に伴い、これまで「下げ代・上げ代不足」や「系統制約」などの課題が発生し、これらに対して制
度面・運用面で対応を行ってきたところ。

◼ 今後、「再エネ主力電源化」に向けて再エネの導入量がさらに高いレベルまで増加すると、上記課題に加えて、系統
安定性※の観点からの課題が発生し、更なる再エネ導入の妨げとなる、あるいは、需要家の不利益となる可能性があ
ると考え、第55回本委員会にて、その課題整理と対応策の検討に着手することとした。

課題

系統安定性の不足

➢非同期電源の増加と同期電源の減少

系統制約の発生

➢軽負荷時などの送電線容量超過

➢系統接続工事の大型化

上げ代・下げ代の不足

➢再エネ増加に伴う調整力必要量の増加
➢再エネ増加に伴い調整力電源の減少

制度・運用面の対応

系統安定性の確保

系統制約の緩和など

➢ 「ノンファーム型」接続の検討

➢ 「プッシュ型」の計画的系統整備

適切な調整力の確保など

➢広域運用(需給調整市場)の構築
➢再エネ出力制御機能の具備

大

小

再
エ
ネ
導
入
量

再エネ主力電源化3E+S

➢系統安定性を確認する方法の検討

➢系統安定性を確保する仕組みづくり

着
手
済
み

検討に着手

•再エネ連系方法の整理 •連系規程改定、FRT要件など

※系統安定性とは安定的に電気を送るために不可欠なものであり、それが不足すると、周波数や電圧等の維持に大きく影響するもの

出所）第57回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会資料3 https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/chousei_jukyu_57_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/chousei_jukyu_57_haifu.html


6(参考)火力や水力などの同期電源と太陽光発電や風力発電などのインバータ電源(非同期電源)の違い

◼ これまでの電力系統は50Hz/60Hz交流系統であり、その50/60[サイクル/秒]の回転力を火力や水力などの同期
電源により生み出すことで、安定的に電気を送ってきた。他方で、太陽光発電や風力発電などはインバータ電源(非
同期電源)であり、自ら回転力を生み出さない。

◼ 具体的には、同期電源は自ら回転エネルギーを持ち、いわゆる慣性力・同期化力を維持するものの、インバータ電
源(非同期電源)は、それらの能力を持たない。

<インバータ電源(非同期電源)>

太陽光パネル
パワコン

交流に変換

交流波形

直流波形

←

電
圧

時間→

【回転機】
回転エネルギーあり

慣性力・同期化力あり

【静止器】
回転エネルギーなし

慣性力・同期化力なし

<同期電源>
火力、水力、原子力等 太陽光、風力等

出所）公益社団法人日本電気技術者協会ホームページ資料抜粋に追記
https://jeea.or.jp/course/contents/12129/

出所）第4回系統ワーキンググループ(2015年2月17日)資料1抜粋に追記
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/
shin_energy/keito_wg/pdf/004_01_00.pdf

出所）第55回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会資料3 https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/chousei_jukyu_55_haifu.html

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/chousei_jukyu_55_haifu.html


7(参考) 再エネ主力電源化に向けた技術的課題の管理指標について

◼ 論点１のとおり、日本においては、再エネ主力電源化に向けて慣性力の低下および同期化力の低下による電源脱
落時の周波数変化率RoCoFの増加の課題が生じると考えられる。その課題発生要因は、同期電源の並列台数の
減少による慣性力の低下であることを踏まえると、どのくらい慣性力が低下しているか、その状況を直接的に示す指
標として、系統の慣性力(Msys)にて管理することが望ましいと考えられるがどうか。

◼ 他方で、系統の慣性力(Msys)の諸元となる単位慣性定数Hについては、各同期電源によって定格容量が同じで
も異なる場合があり、一般的には理解しづらいところもあることから、その補完的な指標として、需給バランス状況を
示す瞬間的な非同期電源比率(SNSP)を用いることとしてはどうか。

非同期電源比率
(SNSP)は同等

再エネ
(非同期電源)

再エネ
(非同期電源)

同期電源 同期電源

出力が異なる

系統の慣性力
(Msys)が異なる

並列運転中の電源出力※[kW、( )内はMsys]・電気学会EAST10モデル
4s：火力、原子力
5s：水力

・系統連系技術要件での記載例
3～4s：火力

＜単位慣性定数Hの例＞

1GW
(4GW・s)

1GW
(4GW・s)

0.5GW
(4GW・s)
0.5GW

(4GW・s)

1GW
(4GW・s)

SNSP       45%                               45%

Msys      8GW・s                          12GW・s

全て容量:1GW,単位慣性定数H:4sの同期電源
→慣性力Msys=1GW×4s=4GW・s

Msys異なる

SNSP同等

※同期電源は有効電力出力の大きさに関わらず、
並列運転することで慣性力を提供できる

＜瞬間的な非同期電源比率(SNSP)と系統の慣性力(Msys)の関係イメージ＞

瞬間的な
非同期電源比率

系統の慣性力

出所）第57回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会資料3を修正 https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/chousei_jukyu_57_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/chousei_jukyu_57_haifu.html


8(参考) 同期電源減少に伴う主な技術的な課題（1/2）

◼ 「再エネ主力電源化」に向けた日本の主な技術的課題としては、インバータ電源(非同期電源)の増加および同期電
源の減少による慣性力の低下により、電源脱落時の周波数変化率RoCoFが増加するという試算結果が得られた。

◼ 周波数変化率RoCoFが増加し、FRT要件の2Hz/s※を超過すると、インバータ電源等が運転継続せず、停止してし
まう可能性があり、インバータ電源の停止により、周波数が更に低下し、その周波数の更なる低下により、同期電源が
運転継続できず、解列してしまう可能性がある。（電源の連鎖脱落の可能性がある。）

同期電源が多い(インバータ電源が少ない)場合

同期電源が少ない(インバータ電源が多い)場合

電源脱落量の増加

慣性力の低下
周波数変化率(RoCoF)が増加

電源脱落(N-1,N-2)発生

周波数(Hz)

時間

調整力(GF等)焚き増し、負荷制限により回復

同期電源が更に少なく、電源の連鎖脱落発生の場合

2Hz/s※を上回ると、
インバータ電源が追加脱落

更なる周波数低下により、
同期電源が連鎖脱落

（リスクとしては、調整力(GF等)焚き増し、負荷制限が間に合わずブラックアウトの可能性）

※系統連系規定では、事故時運転継続要件(FRT要件：Fault Ride Through)について規定を追加しており、電圧低
下時の他に周波数変動時として、「ランプ上の±2Hz/sの周波数変動に対して運転を継続する(右図)」ことが示されている。

FRT要件：2Hz/s以内※

出所）第57回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会資料3 https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/chousei_jukyu_57_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/chousei_jukyu_57_haifu.html


9(参考) 同期電源減少に伴う主な技術的な課題（2/2）

◼ さらに、電源脱落時の同期電源の動きを確認した結果、前述の慣性力の低下の影響に加えて、インバータ電源(非
同期電源)の増加および同期電源の減少による同期化力の低下により、電源脱落時の同期電源の振動(加速・減
速の幅⇒周波数変化)が大きくなり、周波数変化率RoCoFが更に増加するという試算結果が得られた。

◼ 同期電源の振動拡大の要因については、次ページ以降にて説明する。

同期電源が多い(インバータ電源が少ない)場合

電源脱落量の増加

慣性力の低下・同期化力の低下
周波数変化率(RoCoF)が更に増加

電源脱落(N-1,N-2)発生

周波数(Hz)

時間同期電源が少なく、電源の連鎖脱落発生の場合

2Hz/s※を上回ると、
インバータ電源が追加脱落

更なる周波数低下により、
同期電源が連鎖脱落

（リスクとしては、調整力(GF等)焚き増し、負荷制限が間に合わずブラックアウトの可能性）

同期電源の振動(加速・減速の幅)拡大 慣性力・同期化力の低下【次ページ以降詳細】

※系統連系規定では、事故時運転継続要件(FRT要件：Fault Ride Through)について規定を追加しており、電圧低
下時の他に周波数変動時として、「ランプ上の±2Hz/sの周波数変動に対して運転を継続する」ことが示されている。

出所）第57回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会資料3 https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/chousei_jukyu_57_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/chousei_jukyu_57_haifu.html


10(参考) 同期電源減少に伴う慣性力の低下による電源脱落時の同期電源の振動拡大の要因

◼ インバータ電源(非同期電源)が増加し、同期電源が減少すると、慣性力が低下する(下図の円盤の重さが減少する)。

◼ その結果、電源脱落(同期電源1台あたりの負担増加(下図の需要の錘(おもり)の増加))等の状態変化が発生したと
きに、同期電源(下図の円盤)の振動(加速・減速の幅)が大きくなる。(次ページにイメージ図にて説明)

◼ さらに電源脱落(同期電源1台あたりの負担増加(下図の需要の錘(おもり)の増加))により、周波数(円盤の回転速
度)が低下し、上記の同期電源(下図の円盤)の振動(減速)と重畳して、周波数変化率RoCoFが増加する。

出所）電力中央研究所ホームページ資料抜粋に追記
https://criepi.denken.or.jp/press/denki/index02.html

[発電機] [需要][送電線等]

[動力]

慣性力
(円盤の重さ・速さ)

同期化力
(円盤どうしの回転数を同じにする力)

周波数
(円盤の回転速度)

系統電圧
(円盤の半径)

発電機電圧
(円盤の半径)

①同期電源の減少⇒円盤の重さの軽量化

②電源脱落(同期電源1台あたりの負担増加)
⇒需要の錘(おもり)の増加

③周波数の低下⇒円盤の回転速度の低下

出所）第57回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会資料3を修正 https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/chousei_jukyu_57_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/chousei_jukyu_57_haifu.html


11（参考）慣性力の低下による同期電源の振動拡大イメージ※1

電源脱落等による1台当りの負担増加

<同期電源の並列運転台数多い>
⇒慣性力が大きい

<同期電源の並列運転台数少ない>
⇒慣性力が小さい

電源脱落等による系統状態変化※2 電源脱落等による系統状態変化※2

慣性力が大きい(回転体が重い) 慣性力が小さい(回転体が軽い)

慣性力が大きい(重い)ため同期電源の振動が小さい 慣性力が小さい(軽い)ため同期電源の振動が大きい

再エネ増加
(インバータ電源増加)
(同期電源減少)同期電源

同期電源

同期電源

同期電源

需要

需要

需要

需要

送電線等

送電線等

送電線等

送電線等

慣性力が大きい(回転体が重い) 慣性力が小さい(回転体が軽い)

※1 需要側の円盤の位相角を固定する表記とした
※2 同期電源側と需要側の円盤の位相差が拡大

出所）第57回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会資料3 https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/chousei_jukyu_57_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/chousei_jukyu_57_haifu.html


12(参考) 同期電源減少に伴う主な技術的な課題についての詳細確認結果

◼ 電源脱落時の各エリアの同期電源の動きを詳細に確認した結果、電源脱落時の同期電源の振動(加速・減速の幅
⇒周波数変化)による周波数変化率RoCoFの増加については、電源脱落エリアにおいて、電源脱落直後の同期電
源の減速がより大きく、周波数変化率RoCoFがより増加することが分かった。（電源脱落エリアの同期電源の振動
拡大の要因については、次ページ以降にて説明する。）

◼ したがって、周波数変化率RoCoFの増加に対する対応策としては、特定エリアに着目することが効果的と考えられる。

電源脱落発生

周波数(Hz)

時間

同期電源の振動幅拡大
(加速・減速の拡大)

G G G G G G

周波数(Hz)

時間

周波数(Hz)

時間

周波数(Hz)

時間

周波数変化率(RoCoF)が増加

電源
脱落

Aエリア CエリアBエリア交流連系 交流連系

需要 需要 需要

発電 発電 発電

同期機

非同期機

同期機

非同期機

同期機

非同期機

電源脱落エリアにおいて周波数変化率(RoCoF)が増加

詳細確認

慣性力
低下

出所）第61回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会資料4 https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/chousei_jukyu_61_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/chousei_jukyu_61_haifu.html


13(参考) 同期電源減少に伴う技術的課題の対応策の検討（慣性力の増加対応）

◼ 前述のとおり、慣性力不足に伴う周波数変化率RoCoFの増加については、電源脱落エリアにおいて大きくなることか
ら、当該エリアへ同期調相機設置などの慣性力増加対策を講じることが効果的であった。そして、これにより、当該
エリアの周波数変化率RoCoFの減少のみでなく、系統全体としての周波数変化率RoCoF減少にも効果が生じる。

G G G G G G電源
脱落

交流連系 交流連系

需要 需要 需要

発電 発電 発電

同期機

非同期機

同期機

非同期機

同期機

非同期機

慣性力Msysの増加対応

周波数(Hz)

時間

周波数(Hz)

時間

周波数(Hz)

時間

周波数(Hz)

時間

電
源
脱
落
エ
リ
ア
の
慣
性
力
増
加

系
統
全
体
の
慣
性
力
増
加

RoCoF減少 RoCoF減少

同期電源の運転

同期調相機の設置

MGセットの設置

疑似慣性機能

電源脱落エリア 系統全体

Aエリア CエリアBエリア

電源脱落エリアの
周波数変化

系統全体の
平均的な周波数変化

電源脱落エリアの
周波数変化
(RoCoF大きく減少)

系統全体の
平均的な周波数変化
(RoCoF減少)

出所）第61回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会資料4 https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/chousei_jukyu_61_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/chousei_jukyu_61_haifu.html


14（参考）再エネ主力電源化における慣性力の管理指標の検討(検討の方向性)

◼ 前回(第61回)において、慣性力不足に伴う周波数変化率RoCoFの増加については、電源脱落エリアにおいて大きく
なることから、当該エリアへ同期調相機設置などの慣性力Msys増加対策を講じることが効果的であることを示した。

◼ 他方で、電源脱落エリア以外のエリアにも同期電源等の慣性力Msysは一定程度存在し、それらの慣性力Msysは
電源脱落エリアの周波数変化率RoCoF低減に対して一定の効果があると考えられる。

◼ したがって、慣性力Msysの管理指標の検討にあたっては、各エリアの慣性力Msysが、電源脱落エリアの周波数
変化率RoCoF低減にどの程度寄与しているのかを確認することとした。

G G G G G G電源
脱落

交流連系 交流連系

需要 需要 需要

発電 発電 発電

同期機

非同期機

同期機

非同期機

同期機

非同期機

慣性力Msysの増加対応

同期電源の運転

同期調相機の設置

MGセットの設置

疑似慣性機能

電源脱落エリア

Aエリア CエリアBエリア

周波数(Hz)

時間

周波数(Hz)

時間

各
エ
リ
ア
の
慣
性
力
増
加

RoCoF減少

電源脱落エリアの
周波数変化

電源脱落エリアの
周波数変化
(RoCoF大きく減少)

出所）第64回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会資料3 https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/chousei_jukyu_64_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/chousei_jukyu_64_haifu.html


15（参考）再エネ主力電源化における慣性力の管理指標の検討(感度係数の導入)

◼ 各エリアの慣性力の管理指標の検討にあたり、前述のとおり、各エリアの慣性力Msysが、電源脱落エリアの周波数変
化率RoCoF低減にどの程度寄与しているのかを確認する。

◼ 具体的には、電源脱落エリア慣性力の当該エリアRoCoF低減効果を基準(100%)として、他エリアの慣性力が
電源脱落エリアRoCoF低減に効果がある割合を算定することとした。

◼ そして、各エリア慣性力の電源脱落エリアRoCoF低減効果を示す割合を「感度係数」と呼ぶこととしてはどうか。

◼ また、各エリアの感度係数に各エリアの慣性力を乗じて合計することで、エリア全体としての電源脱落エリアに対する
慣性力の換算値として算出することとしてはどうか。

Aエリア Bエリア Cエリア

G G G
100%

AエリアのRoCoF低減効果
50%

周波数(Hz)

時間

至近慣性力の
感度係数を100%

50%

33%

感度係数 Aエリア Bエリア Cエリア

Aエリア 100%基準 50% 33%

Bエリア 50% 100%基準 80%

Cエリア 33% 80% 100%基準
同期機

●GW・s

×

Aエリアに対して効果がある
各エリアの感度係数

AエリアのRoCoF低減効果
33%

例えば、
エリア全体としてAエリアに対する慣性力の換算値として
「Σ(各エリア慣性力×感度係数)」を算出する

具体的には
エリア全体としてのAエリアに対する慣性力の換算値
＝Aエリア慣性力×100%+Bエリア慣性力×50%+Cエリア慣性力×33%

出所）第64回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会資料3 https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/chousei_jukyu_64_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/chousei_jukyu_64_haifu.html


16（参考）慣性力の管理指標の検討(感度係数概算値と慣性力Msys管理値の算出結果)

◼ 東北・東京エリアは東北エリアの電源脱落時に、中西6エリアは九州エリアの電源脱落時にRoCoFが2.0Hz/sを超過
する可能性があり、他エリアの電源脱落時はRoCoFが2Hz/sよりも小さくなると想定され、管理対象外とする。

◼ 東北エリア、九州エリアのRoCoFが2.0Hz/sとなる各エリアの慣性力バランスにおいて、東北エリア、九州エリアに対す
る各エリアの感度係数概算値を算出すると、下表のとおり1%～85%となった。

◼ そして、上記の感度係数概算値をもとに東北エリアおよび九州エリアのRoCoFが2.0Hz/sとなる各エリア慣性力バラン
スから東北エリアおよび九州エリアに対する慣性力Msysの管理値を算出し、152GW・sおよび69GW・sとなった。

中西6エリア
(対象:九州エリア電源脱落)

東北・東京エリア
(対象:東北エリア電源脱落)

北海道エリア

感度
係数

慣性力
Msys
管理値

北海道

100%

・単一エリアのため、暫定
的に感度係数100%

北海道

21

(GW・s)

・2.0Hz/sとなる北海
道エリア慣性力から慣
性力管理値を算出

九州 四国 中国 関西 北陸 中部

100% 11% 58% 8% 1% 2%

・九州エリア慣性力を基準とし、中部～四国エリア慣性力
の九州エリアRoCoF低減効果を算出

九州 四国 中国 関西 北陸 中部 計

34 31 41 75 36 66 283

・九州エリアRoCoF2.0Hz/sとなる中部～九州の慣性
力バランスと感度係数から、九州エリア換算の慣性力の
管理値を算出

(GW・s)

×感度係数

34 3 24 6 1 2 69

東京 東北

85% 100%

・東北エリア慣性力を基準とし、東京エリア
慣性力の東北エリアRoCoF低減効果を
算出

・東北エリアRoCoF2.0Hz/sとなる東北・
東京エリアの慣性力バランスと感度係数
から、東北エリア換算の慣性力管理値を
算出

94 58 152

(GW・s)

東京 東北 計

111 58 169

×感度係数

出所）第64回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会資料3 https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/chousei_jukyu_64_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/chousei_jukyu_64_haifu.html


17(参考) 慣性力不足の顕在化断面の算出概要

◼ 広域メリットオーダーシミュレーションを用いてマスタープラン中間整理シナリオ断面の需給バランスを想定し、その発電
状況(起動・停止)と各エリア(下記例では中部～九州)の感度係数から慣性力デュレーションカーブを作成した。

（慣性力 = 発電機Msys×感度係数）
◼ また、電源脱落エリアが2.0Hz/sを維持できる管理値(2.0Hz/sとなる発電機状況×感度係数より算出)を元に、

慣性力デュレーションカーブが管理値を下回る、言い換えれば電源脱落時にRoCoF2.0Hz/sを上回る可能性があ
る顕在化断面を確認した。

慣性力[GW・s]

1 8760

8760時間のΣ慣性力

69

九州エリアを基準とした慣性力デュレーションカーブ

＜中西6エリアにおける慣性力不足の顕在化断面の算出イメージ＞

感度係数
×

●GW・S

感度係数
×

●GW・S

感度係数
×

▲GW・S

感度係数
×

■GW・S

3/31 24時

感度係数
×

●GW・S
九州 中国 関西

感度係数
×

●GW・S

感度係数
×

▲GW・S

感度係数
×

■GW・S

4/1 1時

3/31 24
時

・・・

九州 中国 関西 ・・・

広域メリットーオーダーシミュレーションを用いた需給バランス



18（参考）北海道エリアにおける慣性力Msysの状況（マスプラ中間整理シナリオ）

再
エ
ネ
増
加

電源偏在シナリオ(45GW)/時間数

電源偏在シナリオ(45GW)/日数

再エネ5～6割シナリオ/時間数

再エネ5～6割シナリオ/日数

対策期間
対策期間

対策期間

対策期間

◼ 北海道エリアは単独系統(交流連系なし)であり、RoCoF:2.0Hz/sとなる慣性力Msys管理値が21GW・sとなった。

◼ そして、21GW・sのMsys管理値を下回り、対策が必要な期間は、「電源偏在シナリオ(45GW)」において時間数で
451時間・日数で75日となり、「再エネ5～6割シナリオ」において時間数で1,600時間・日数で241日となる。

Msys管理値:21GW・s

Msys管理値:21GW・s

Msys管理値:21GW・s

出所）第64回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会資料3 https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/chousei_jukyu_64_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/chousei_jukyu_64_haifu.html


19

◼ 東北東京エリアでは、東北エリアの電源脱落を管理することとし、RoCoF:2.0Hz/sとなる各エリアの慣性力バランスと
東北エリアに対する感度係数概算値をもとに、東北エリアに対する慣性力Msys管理値を算定し、152GW・sとなった。

◼ 各マスタープランシナリオでの各エリア慣性力バランスと感度係数概算値をもとに、東北エリアに対する慣性力Msysを算
定した結果、152GW・sのMsys管理値を下回り、対策が必要な期間は、「電源偏在シナリオ(45GW)」において時
間数で117時間・日数で19日となり、「再エネ5～6割シナリオ」において時間数で504時間・日数で131日となる。

電源偏在シナリオ(45GW)/時間数

電源偏在シナリオ(45GW)/日数

再
エ
ネ
増
加

再エネ5～6割シナリオ/時間数

再エネ5～6割シナリオ/日数

対策期間 対策期間

対策期間
対策期間

東北エリアに対するMsys管理値:152GW・s

東北エリアに対するMsys管理値
:152GW・s

東北エリアに対するMsys管理値:152GW・s

東北エリアに対するMsys管理値:152GW・s

（参考）東北・東京エリアにおける慣性力Msysの状況（マスプラ中間整理シナリオ）
出所）第64回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会資料3 https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/chousei_jukyu_64_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/chousei_jukyu_64_haifu.html


20

再
エ
ネ
増
加

電源偏在シナリオ(45GW)/時間数

電源偏在シナリオ(45GW)/日数

再エネ5～6割シナリオ/時間数

再エネ5～6割シナリオ/日数

対策期間 対策期間

対策期間 対策期間

◼ 中西6エリアでは、九州エリアの電源脱落を管理することとし、RoCoF:2.0Hz/sとなる中西6エリアの慣性力バランスと
九州エリアに対する感度係数概算値をもとに、九州エリアに対する慣性力Msys管理値を算定し、69GW・sとなった。

◼ 各マスタープランシナリオでの各エリア慣性力バランスと各エリアの感度係数概算値をもとに、九州エリアに対する慣性力
Msysを算定した結果、69GW・sのMsys管理値を下回り、対策が必要な期間は、「電源偏在シナリオ(45GW)」に
おいて時間数で7時間・日数で2日となり、「再エネ5～6割シナリオ」において時間数で90時間・日数で29日となる。

九州エリアに対するMsys管理値:69GW・s

九州エリアに対するMsys管理値:69GW・s

九州エリアに対するMsys管理値:69GW・s

九州エリアに対するMsys管理値:69GW・s

（参考）中西6エリアにおける慣性力Msysの状況（マスプラ中間整理シナリオ）
出所）第64回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会資料3 https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/chousei_jukyu_64_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/chousei_jukyu_64_haifu.html


21（参考）慣性力不足の対応策(エリア慣性力Msysの増加対応)の費用試算結果

◼ 各マスタープランシナリオにおける慣性力不足の対応策の必要量および必要期間をもとに、「同期電源の運転」と「同
期調相機の設置」の費用対効果を踏まえた各対応策の対応日数等を算出し、電源脱落エリアに対する必要慣性
力を確保するために、エリア全体※にて必要となる慣性力Msysの増加対応費用の概算値を試算した。

※東北・東京エリアおよび中西6エリアにて全体の慣性力バランス比率を固定して慣性力を増加させた場合

◼ 再エネ導入拡大に従い対策費用は増加となり、慣性力対策として電源偏在シナリオ(45GW)で11～42億円程
度/年、再エネ5～6割シナリオで51～129億円程度/年の追加費用概算値が必要となる見込みとなった。

電源偏在シナリオ
（30GW）

電源偏在シナリオ
（45GW）

電源立地変化
シナリオ(45GW)

再エネ5～6割
シナリオ

北海道
エリア

日数/年 66日 75日 79日 241日

対応策 電源、調相機 電源、調相機 電源、調相機 電源、調相機

コスト 2.7～9.5億円/年 3.3～10.6億円/年 3.7～11.8億円/年 11.2～18.9億円/年

東北・東京
エリア

日数/年 3日 19日 21日 131日

対応策 電源 電源 電源 電源、調相機

コスト 0.8～3.2億円/年 7.5～29.2億円/年 5.8～22.5億円/年 32.4～81.1億円/年

中西6
エリア

日数/年 0日 2日 6日 29日

対応策 ー 電源 電源 電源

コスト 0.0億円 0.6～2.4億円/年 0.8～3.2億円/年 7.4～28.9億円/年

合計 コスト 3.5～12.7億円/年 11.4～42.2億円/年 10.3～37.5億円/年 51.0～128.9億円/年

出所）第64回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会資料3 https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/chousei_jukyu_64_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/chousei_jukyu_64_haifu.html
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23感度係数の特性分析の概要について

◼ 感度係数の変化要素としては、以下の通り、潮流変化や送電線増強・停止、発電機の運転・停止、電圧階級の
違いが考えられ、それぞれの変化要素のみを変更させた時の感度係数への影響を確認した。

◼ また、今回行った検討結果を考察するとともに、考察結果に基づいて感度係数の今後の検討の方向性をご議論いた
だきたい。

潮流 送電線 発電機 電圧階級
概要

δ X,δ X,δ X,δ

パターン① 変更 固定 固定 固定 潮流の向き・量を変数に感度分析

パターン② 固定 変更 固定 固定
500kV主要送電線、連系線を増強
及び停止させて感度分析

パターン③ 固定 固定 変更 固定 発電機の起動・停止を行い感度分析

パターン④ 固定 固定 固定 変更 500kV,275kV…を変更し感度分析

𝑐𝑜𝑠δ
X

V1V2

(参考)同期化力
(関連式)

X：インピーダンス

δ：位相差



24(参考) 今回の感度係数や慣性力Msys管理値の算定にあたっての検討条件

◼ 今回算出した慣性力の感度係数などは、2020年度供給計画の10年度目の需給バランスや系統構成をベースにし
たシミュレーションにより検討を行った。（これまでの調整力等委員会で示した潮流断面と同様）

出所）第57回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/chousei_jukyu_57_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/chousei_jukyu_57_haifu.html


25パターン①：潮流変化による影響

◼ 東北・東京エリア、中西6エリアにて、潮流の増減における感度係数の特性分析※行ったところ、潮流の増加に伴い各
地点の感度係数が減少し、潮流の減少に伴い感度係数が増加することを確認した。

◼ これは、潮流の増減に伴い、各地点の電源脱落地点に対する同期化力が変化し、その結果、感度係数が変化した
と推定される。

◼ この結果から、感度係数の管理としては、潮流の変化に応じて感度係数を算出することが望ましいため、具体的な感
度係数の管理方法について、今後さらなる検討が必要と考えられる。

電源脱落
G

G

感度係数の特徴

潮流の増減に伴い、各地点の同期化力(δ)が変化
し、感度係数が増減する。

＜特徴＞
増加：各地点の感度係数が減少する
減少：各地点の感度係数が増加する

潮流の増加に伴い各地点の感度係数が減少し、
潮流の減少に伴い各地点の感度係数が増加する

＜考察＞

※脱落電源地点から感度係数算出地点の潮流を増減させた。
また、感度係数算出地点の系統が電源脱落地点に対して放射系統に近い場合の特徴。

潮流
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東北・東京エリア 中西6エリア

（参考）潮流変化による感度係数の影響

◼ 潮流が増加するにつれて感度係数が数%減少する結果となった。

◼ 潮流の増加に伴い同期化力(δ)が変化することで、感度係数が変化したものと推定される。

九州→中部への電圧位相差の変化
により、感度係数が減少

東北→東京への潮流増加につれて、
感度係数が減少
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感度係数の特徴

パターン②：送電線の停止及び増強による影響

◼ 東北・東京エリア、中西6エリアにて、マスタープラン中間整理シナリオの増強案や主要送電線の停止を模擬して、各
地点の感度係数の特性分析※を行ったところ、送電線増強に伴い各地点の感度係数が増加し、送電線停止に伴
い感度係数が減少することを確認した。

◼ これは、送電線増強・停止に伴い、各地点の電源脱落地点に対する同期化力も変化し、その結果、感度係数が変
化したと推定される。

◼ この結果から、感度係数の管理としては、系統の変化に応じて感度係数を算出することが望ましいため、具体的な感
度係数の管理方法について、今後さらなる検討が必要と考えられる。

電源脱落
G

G

送電線増強に伴い各地点の感度係数が増加し、
送電線停止に伴い各地点の感度係数が減少する

送電線増強・停止に伴い、各地点の同期化力
(1/X,δ)が変化し、感度係数が増減する。

停止

増強

＜特徴＞
増強：各地点の感度係数が増加する
停止：各地点の感度係数が減少する

＜考察＞

※感度係数算出地点の系統が電源脱落地点に対して放射系統に近い場合の特徴。
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東北・東京エリア 中西6エリア

（参考）送電線停止による感度係数の影響

◼ 各送電線停止に伴い感度係数が数%変化した。

◼ 送電線停止に伴い同期化力(1/X,δ)が変化することで、感度係数が変化したものと推定される。

送電線停止に伴い、感度係数が変化 送電線停止に伴い、感度係数が変化

※新富士へはループ系統であり、送電線の停止によって潮流
が変化し、感度係数が増減する



29パターン③：発電機の運転・停止による影響

◼ 東北・東京エリア、中西6エリアにて、発電機の運転・停止の変化における感度係数の特性分析※1を行ったところ、特
に電源脱落地点に比較的近い発電機の運転に伴い各地点の感度係数が減少し、停止に伴い感度係数が増加
することを確認した。

◼ 電源脱落時、各同期発電機は喪失した電力を慣性により補うように働き、その負担配分は電源脱落地点に近い発
電機が大きくなる傾向※2がある。

◼ このため、発電機の運転により各発電機の負担配分が相対的に減少し、特に、負担割合が大きい電源脱落地点に
近い発電機が増えることで、各発電機の負担は相対的に小さくなり、感度係数が減少すると考えられる。

◼ この結果から、感度係数の管理としては、電源の変化に応じて感度係数を算出することが望ましいため、具体的な感
度係数の管理方法について、今後さらなる検討が必要と考えられる。

電源脱落
G

G

G 運転

感度係数の特徴

発電機の運転により各発電機の慣性の負担配分(同
期化力)が相対的に減少する。特に、負担割合が大
きい電源脱落地点に近い発電機が増えることで、各
発電機の負担は相対的に小さくなり、感度係数が減
少すると考えられる。（発電機の停止はその逆）

発電機の運転に伴い各地点の感度係数が減少し、
発電機の停止に伴い感度係数が増加する

＜考察＞
G

停止

＜特徴＞
運転：各地点の感度係数が減少する
停止：各地点の感度係数が増加する

※1 感度係数算出地点の系統が電源脱落地点に対して放射系統に近い場合の特徴。

※2 発電機の容量や出力状態等にも依存することに留意が必要。
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東北・東京エリア 中西6エリア

（参考）発電機運転による感度係数の影響

◼ 電源脱落地点に近い発電機の運転に伴い、感度係数が数%減少した。

◼ 発電機の運転により各発電機の負担配分が相対的に減少し、特に、負担割合が大きい電源脱落地点に近い発電
機が増えることで、各発電機の負担は相対的に小さくなり、感度係数が減少したものと推定される。

発電機運転(慣性力追加)に伴い、
各発電機の感度係数が減少

発電機(慣性力)の追加量[GW・s]
発電機(慣性力)の追加量[GW・s]

発電機運転(慣性力追加)に伴い、
各発電機の感度係数が減少
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感度係数の特徴※

パターン④：電圧階級の違いによる影響

◼ 東北・東京エリア、中西6エリアにて、これまでの500kVの対象からと各地点の第二電圧(2次電圧)の変化における
感度係数を算出し特性分析※を行ったところ、電圧階級が高くなるにつれて感度係数が大きくなり、低くなるにつれて
感度係数が小さくなる。

◼ これは、電圧階級の変化に伴い、各地点の電源脱落地点に対する同期化力も変化し、その結果、感度係数も変
化したと推定される。

◼ この結果から、感度係数の管理としては、感度係数の管理としては、電圧階級別に感度係数を算出することが望ま
しいため、具体的な感度係数の管理方法について、今後さらなる検討が必要と考えられる。

電源脱落
G

G

＜特徴＞
高い：感度係数が大きい
低い：感度係数が小さい

500kV

第二電圧
(275kVkV,220kV…)

高い ⇔ 
低い

電圧階級の変化に伴い、各地点の同期化力(1/X,δ)
が変化し、感度係数が増減する。

電圧階級が高くなると、感度係数が大きく、
電圧階級が低くなると、感度係数が小さくなる

＜考察＞

潮流

※潮流の向きが電圧の高い→低い方向となっている場合の特徴
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東北・東京エリア 中西6エリア

（参考）電圧階級の違いによる感度係数の影響

◼ 電圧階級が低くなるにつれて、感度係数が数%減少した。

◼ 電圧階級の変化に伴い同期化力(1/X,δ)も変化することで、感度係数が変化したものと推定される。

電圧階級が低くなるにつれて、感度
係数が減少

電圧階級が低くなるにつれて、感度
係数が減少

※地点によっては潮流の向きが電圧の低い→高い方向となっているため、
感度係数の増減が逆となる
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◼ 今回、感度係数に影響があると思われる要素を変化させ、感度係数の特性分析を行ったところ、潮流変化や送電
線増強・停止、発電機の運転・停止、電圧階級の違いにより、感度係数が異なることを確認した。

◼ これは、現状の１断面ではなく複数断面(極端には8760h)で、また各電圧階級で、感度係数を算出する必要が
あることを示しており、従来から検討を進めている地点毎の算出に加えて、新たに検討が必要となった。

◼ 以上の特性を踏まえて、理想的には、潮流変化や送電線増強・停止、発電機の運転・停止、電圧階級の違いによ
り、感度係数を算出することが望ましいが、現時点では複数断面や詳細な地点別の感度係数を簡易に算出する手
法は確立できておらず、継続検討が必要。

同期電源

需要

風力 太陽光

感度係数の特性分析結果（まとめ）

慣性力
[GW・s]

h

管理値

顕在化

複数断面や詳細な地点別の感度
係数の算出については、継続検討
が必要

• 8760hで潮流や送電線、発電機の状態が変化
• 同期機は地点や電圧階級別に配置

風力

同期電源

需要

太陽光

4/1

3/31



34目 次

１．感度係数の特性分析

２．将来断面の慣性力確保状況の試算

２－１．試算の前提条件

２－２．試算結果

2050年断面(連系線増強前)

(参考)2030年断面

３．まとめ



35将来断面の慣性力確保状況の確認について

◼ 再エネ導入の拡大が進むと、慣性力の不足が懸念されることから、検討状況に応じて感度係数や管理値を更新し、
適宜将来の慣性力の確保状況を確認する必要がある。

◼ 足元では、マスタープラン最終とりまとめ策定に向けた検討と連携して、慣性力の確保状況を確認していく必要がある。

◼ 今回、マスタープラン最終とりまとめ策定などに向けて、現時点で認識している感度係数の特性分析の結果も参考に、
将来断面の試算における前提条件(感度係数の管理方法など)を定めたので、ご議論いただきたい。

◼ また、マスタープラン最終とりまとめに向けた連系線増強前の2050年断面相当の慣性力確保状況を試算したので、
報告する。（参考で、2021年10月に公表された第6次エネルギー基本計画想定の2030年断面も試算)

出所）第64回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/chousei_jukyu_64_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/chousei_jukyu_64_haifu.html


36感度係数の算定断面について

◼ 感度係数の特性分析から、理想的には複数断面での感度係数の算出が望ましいが、複数断面の解析には長時間
を要するため、実務上現実的ではない。（簡易的な算出方法など、今後の継続検討）

◼ まずは将来断面の「RoCoF最大と推定される代表断面※にて、RoCoFの2.0Hz/s超過有無の確認」を行い、超過
の際には、代表断面をベースに「感度係数を算出し、8760hに適用」することでどうか。

◼ なお、慣性力の確保状況の確認は、これまで通り、慣性力デュレーションカーブと管理値から算出することとなる。

将来断面のRoCoF最大と推定される断面※の確認

各エリアの電源脱落時の
RoCoF2.0超過有無の確認

No

Yes

検討の終了

感度係数の算出、8760hに適用

慣性力デュレーションカーブ、管理値の算出

慣性力確保状況の確認

発電機Msys合計値[GW・s]

4/1 1時 3/31 24時

RoCoF最大と推定される断面

・・・

※ 発電機Msysとは発電機そのものが持つ慣性力値を表す。
理想的には、感度係数を考慮したMsys最小の断面がRoCoF最大となるが、
感度係数算出前のため各発電機Msys合計が最小となる断面とする。



37（参考）理想的な感度係数の算出と対策量の算出イメージ

◼ 将来、慣性力が不足し、RoCoF2.0Hz/s以上となり、電源の一斉脱落を発生させないためには、RoCoF2.0Hz/s
以上となる断面を確認し、RoCoF2.0Hz/s以下とすべく事故箇所に対する必要慣性力を求めることが必要となる。

◼ 具体的には、各断面(8760h)のRoCoFを確認し、RoCoF2.0Hz/s以上となる複数断面で感度係数の算出を行
い、RoCoF2.0Hz/sとなる管理値と対策断面の慣性力デュレーションカーブの差分から必要慣性力を算出する。

複数断面の感度係数を算出 対策断面の必要慣性力を算出

• 各断面(8760h)で系統状態などが異なるため、各断
面でRoCoFを確認し、RoCoFが2.0Hz/s以上となる
断面の事故箇所に対する感度係数を算出する。

• 感度係数と各発電が備える慣性力(Msys)から
RoCoF2.0Hz/sとなる管理値や慣性力ﾃﾞｭﾚｰｼｮﾝｶｰ
ﾌﾞを作成し、その差分が必要慣性力として算出する。

慣性力[GW・s]

h

管理値
▲▲

感度係数×発電機Msys
※需給バランス上で確保されている慣性力

事故箇所が2.0Hz/sを維持するため
に必要な、事故箇所に対する慣性力

各断面でRoCoFを確認し、
2.0Hz/s以上の断面の感度係数を算出

RoCoF
[Hz/s]

h

2.0

対策断面



38（参考）解析ツールについて

◼ 現状、慣性力の検討を行う上で用いている解析ツールは、過去安定度解析プログラム(Y法)を中心に使用しており、
各発電機から変電所、送電線、地点毎の需要などの詳細な設定が必要となり、１断面毎に解析に時間を要する。

出所）第57回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/chousei_jukyu_57_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/chousei_jukyu_57_haifu.html


39感度係数のエリアの細分化について

◼ 感度係数は、電源脱落地点との同期化力に応じて感度係数が異なることが分かっており、今回の特性分析において
も、同一エリア内の地点によって、感度係数の差異が発生することを確認している。

◼ 今回、代表地点の感度係数を確認し、これまでのエリア単位の感度係数からさらにブロック分けによる細分化を行い、
将来断面の検討を行うことでどうか。

◼ なお、ブロック単位については、今回確認した感度係数の算出結果や系統の特徴などを考慮して細分化を行い、ブ
ロック単位の感度係数は、これまで通り、電圧階級によらずブロック内の最大と最小の平均値を暫定的に用いることと
する。

＜中西6エリア＞

北九州
西播

東九州

伊方

上越

西部

新西広島

川内

加賀

駿遠

中能登

東近江

嶺南

讃岐

新広島 新岡山

日野
西島根

西九州

北松江

＜東北・東京＞

＜東北・東京＞

中国エリア→4ブロックに分割

東京エリア
→ 3ブロックに分割

北陸・中部エリア
→1ブロックに統合



40（参考）感度係数のブロック分けについて

◼ 各エリアの代表地点で感度係数の算出を行った結果、同一エリア内の地点によって、感度係数の差異が発生するこ
とを確認できた。

◼ また前述の感度係数の特性分析における感度係数の算出結果や系統の特徴を踏まえて、各一般送配電事業者に
より、東北・東京エリアでは東京エリアを3ブロックに分け、中西6エリアでは中国エリアを4ブロックに分けることで、感度
係数の細分化を行った。

＜中西6エリア＞＜東北・東京＞



41送電線の増強・停止について

◼ 今回の特性分析において、送電線増強・停止に伴い、感度係数が増減することを確認している。

◼ 将来の計画などが定まっているものに対しては織り込むこととし、長期的な将来断面の検討する際は、供給計画や
マスタープランでの連系線などの増強案を織り込み検討を行うことでどうか。

◼ なお、作業停止については、具体的な作業工程が定まっていないため、織り込まないこととする。

出所）第10回広域連系系統のマスタープラン及び系統利用ルールの在り方等に関する検討委員会 資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/masutapuran/2021/masutapuran_10_shiryou.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/masutapuran/2021/masutapuran_10_shiryou.html


42足元試算の前提条件について（まとめ）

◼ 今回の感度係数の特性分析を参考に、将来断面の試算における感度係数算出の前提条件を改めて定めた。

◼ 今後は、マスタープラン最終とりまとめ策定などに向けて、この前提条件のもとで、慣性力の確保状況の検討を行って
いく。

◼ なお、今後も感度係数の特性分析の検討は継続し、適宜今回定めた将来断面の試算における感度係数算出の前
提条件は見直されるものとなる。

項目 管理方法 概要

算出断面
(潮流変化,発電機の

運転・停止)

RoCoF最大推定断面
(発電機Msys最小断面)

１年のうちRoCoFが最大と推定される断面を代表断面として選
定し、RoCoF2.0Hz/s超過を確認する。また超過の際は、代
表断面をベースに、感度係数を算出、他断面にも適用する。

送電線停止・増強
停止：なし
増強：計画反映

将来の計画などが定まっているものに対しては織り込むこととし、
送電線増強は計画を全て反映、停止は織り込まないこととする。

エリア細分化
（地点単位)

感度係数の特性や系統
の特徴を考慮したブロック
分け

感度係数の算出結果や系統の特徴などを踏まえてブロック分け
を行い、ブロック単位の感度係数は、これまで通り、電圧階級に
よらずブロック内の最大と最小の平均値を用いる。

※

※ 今後も感度係数の特性分析の検討は継続し、適宜今回定めた将来断面の試算における感度係数算出の前提条件は見直されるものとなる。
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442050年断面の試算概要

◼ 現在、広域連系系統のマスタープラン(以下、マスタープラン)では複数シナリオとその前提条件を整理しており、今後
連系線増強案(以下、2050年with)が提示される予定である。

◼ 今回、マスタープランの基本シナリオにおける連系線増強前(以下、2050年without)の想定で、前述で定めた将来
断面の試算における前提条件のもと、慣性力不足断面の試算を行ったので報告する。

◼ なお、現時点における将来断面試算の前提条件であり、感度係数の特性分析の検討状況などに応じて、適宜、今
回の結果も見直されるものとなることに留意が必要。

出所）第17回広域連系系統のマスタープラン及び系統利用ルールの在り方等に関する検討委員会 資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/masutapuran/2022/masutapuran_17_shiryou.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/masutapuran/2022/masutapuran_17_shiryou.html


45（参考）マスタープラン基本シナリオ(2050without)の主な前提条件

◼ 2050withoutの主な前提条件は、以下の通り。

◼ 2022年度※に比べて、需要は約1.4倍、太陽光は約3.7倍、風力は約16.2倍と大きく増加する想定となる。

◼ 連系線は、2021年度長期計画の運用容量を基本としており、整備計画策定済の北海道本州間連系設備増強、
東北東京間連系線増強、東京中部間連系設備増強は反映している。

項目 前提条件 現在※との比較

需要 約1兆2,000億kWh

再エネ

太陽光 約2億6000万kW

陸上風力 約4,100万kW

洋上風力 約4,500万kW

連系線

2027年度：北海道本州間連系
2027年度：東北東京間連系
2027年度：東京中部間連系

(新佐久間、東清水)

※2022年度/2022年度供給計画の値

＜需要＞

＜太陽光＞

現在 2050年想定

約1.4倍

現在 2050年想定

約3.7倍

＜風力＞

現在 2050年想定

約16.2倍



46RoCoFの算定結果

◼ 2050年の北海道、東北・東京、中西6エリアのRoCoF最大と推定される断面において、各電源脱落ケースにおける
RoCoFが2.0Hz/sを超過するエリアを確認したところ、北海道エリアは最大が1.18、東北東京エリアは最大が東
北エリアで2.51、中西6エリアは最大が九州エリアで3.25となり、RoCoFが2.0Hz/s超過するエリアが確認された。

◼ したがって、2050年withoutケースにおいて、東北東京エリアでは東北エリア、中西6エリアでは九州エリアに対する
RoCoF2.0Hz/sとなる管理値、感度係数を算出し、慣性力確保状況を確認することとなる。

※1 マスタープラン基本シナリオによる結果であり、需要や供給力バランスの想定が
変われば、算定結果も異なることに留意が必要。

※2 発電機Msys最小断面(代表断面)による結果であり、前提条件が見直され
れば、算定結果も異なることに留意が必要。

北海道エリア電源脱落
RoCoF：1.18

東北エリア電源脱落
RoCoF：2.51

東京エリア電源脱落
RoCoF：0.82

北陸エリア電源脱落
RoCoF：0.52

中部エリア電源脱落
RoCoF：0.92

関西エリア電源脱落
RoCoF：0.26

中国エリア電源脱落
RoCoF：0.21

四国エリア電源脱落
RoCoF：0.96

九州エリア電源脱落
RoCoF：3.25

中西6エリア 東北東京 北海道

対象エリア 九州エリア 東北エリア 北海道エリア

RoCoF 3.25Hz/s 2.51Hz/s 1.18Hz/s

<RoCoF算定結果>

※1,※2



47（参考）RoCoF最大と推定される断面について

◼ 2050年断面の北海道、東北・東京、中西6エリアにおけるRoCoF最大と推定される断面の選定として、各発電機
Msysの合計値が最小となる断面を以下の通り、選定した。

◼ この断面を用いて、前述の通り、各エリア電源脱落ケースのRoCoFの確認を行った。

北海道 東北・東京 中西6エリア

日時 12/1 1:00 5/2 9:00 5/5 7:00

（参考）
発電機Msys合計

14.7 162.8 183.1



48感度係数の算出

◼ 2050年withoutにおいて、東北東京エリアは東北エリア、中西6エリアでは九州エリアでRoCoF2.0Hz/sを超過した
ため、東北エリアに対する感度係数及び九州エリアに対する感度係数を算出した。

◼ このデータをもとに、管理値や慣性力デュレーションカーブの作成を行う。

中西６エリア 東北・東京エリア

• 東北エリアに対する他エリアの慣性力の感度係
数を算出。

• 感度係数は、ブロック内の最大と最小の平均値
で算出。

エリア 東京 東北

ブロック 千葉湾岸 東京南 東京北 基準

感度係数 75.9 85.2 88.4 100

(%)エリア 九州 四国 中国 関西 北陸 中部

ブロック 基準 四国 新西広島新広島新岡山東岡山 関西 北陸 中部

感度係数 100 10.8 74.5 51.9 32.9 24.8 11.3 4.1

• 九州エリアに対する他エリアの慣性力の感度係数を算出。
• 感度係数は、ブロック内の最大と最小の平均値で算出。

(%)

東北

東京

100%
88.4%

85.2%
75.9%

九州

中国

四国

関西

北陸

中部

100%

74.5% 4.1%
11.3%

4.1%

10.8%

51.9% 32.9% 24.8%

※1 マスタープラン基本シナリオによる結果であり、需要や供給力バランスの想定が変われば、算定結果も異なることに留意が必要。

※2 発電機Msys最小断面(代表断面)をベースにRoCoF2.0Hz/s断面を作成し算出された結果であり、感度係数の管理方法などが見直されれば、算
定結果も異なることに留意が必要。

※1、※2



49（参考）マスタープラン中間整理シナリオにおける感度係数

◼ 第64回調整力等委員会において示した、マスタープラン中間整理シナリオにおける感度係数の値は以下の通りとなり、
東北・東京エリアでは東京エリアの3ブロックの細分化、中西6エリアでは中国エリアの4ブロックの細分化により、電源脱
落地点に対する感度係数の違いがある程度表現できていることが分かる。

出所）第64回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/chousei_jukyu_64_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/chousei_jukyu_64_haifu.html


50管理値の算出

◼ 前述の感度係数をもとに東北エリアおよび九州エリアの電源脱落時にRoCoFが2.0Hz/sとなる各エリアの発電機
Msysと感度係数からRoCoF2.0Hz/sとなる慣性力量(管理値)を算出した結果、

東北エリアで166.3GW・s、九州エリアで66.8GW・sとなった。

中西６エリア 東北・東京エリア

• 東北エリアの電源脱落時にRoCoF2.0Hz/sと
なる東北～東京の発電機Msysと感度係数から、
電源脱落地点に対する慣性力の管理値を算出

エリア 東京 東北

ブロック 千葉湾岸 東京南 東京北 基準

発電機
Msys

45.2 9.7 43.6 85.2

ブロック 基準 四国 新西広島新広島新岡山東岡山 関西 北陸 中部

発電機
Msys

53.4 21.5 2.3 0 8.5 0 43.6 42.7

• 九州エリアの電源脱落時にRoCoF2.0Hz/sとなる九州～
中部の発電機Msysと感度係数から、電源脱落地点に対す
る慣性力の管理値を算出

(GW・s)

× 感度係数

66.8 × 感度係数

166.3

＜RoCoF2.0Hz/sの発電機Msys＞
＜RoCoF2.0Hz/sの発電機Msys＞ (GW・s)



51東北・東京エリアにおける慣性力確保の状況

◼ 2050年without想定の発電機Msysと感度係数をもとに、東北エリアに対する慣性力デュレーションカーブを作成し、
166.3GW・sの管理値を下回り、対策が必要な期間は、時間数で28時間・日数で13日となる。

対策期間
対策期間

※1 マスタープラン基本シナリオによる結果であり、需要や供給力バランスの想定が変われば、算定結果も異なることに留意が必要。
※2 発電機Msys最小断面(代表断面)をベースにRoCoF2.0Hz/s断面を作成し算出された感度係数を8760hに適用した結果であり、感度係数の管

理方法などが見直されれば、算定結果も異なることに留意が必要。



52（参考）東北・東京エリアにおける慣性力確保の状況

◼ 東北東京エリアでは、東北エリアに対する慣性力の管理値:166.3GW・sを下回り、対策が必要な月別の期間は、
主に5月軽負荷期に発生している。

※1 マスタープラン基本シナリオによる結果であり、需要や供給力バランスの想定が変われば、算定結果も異なることに留意が必要。
※2 発電機Msys最小断面(代表断面)をベースにRoCoF2.0Hz/s断面を作成し算出された感度係数を8760hに適用した結果であり、感度係数の管

理方法などが見直されれば、算定結果も異なることに留意が必要。



53中西6エリアにおける慣性力確保の状況

◼ 2050年without想定の発電機Msysと感度係数をもとに、九州エリアに対する慣性力デュレーションカーブを作成し、
66.8GW・sの管理値を下回り、対策が必要な期間は、時間数で692時間・日数で117日となる。

※1 マスタープラン基本シナリオによる結果であり、需要や供給力バランスの想定が変われば、算定結果も異なることに留意が必要。
※2 発電機Msys最小断面(代表断面)をベースにRoCoF2.0Hz/s断面を作成し算出された感度係数を8760hに適用した結果であり、感度係数の管

理方法などが見直されれば、算定結果も異なることに留意が必要。

対策期間対策期間



54（参考）中西6エリアにおける慣性力確保の状況

◼ 中西6エリアでは、九州エリアに対する慣性力の管理値:66.8GW・sを下回り、対策が必要な月別の期間は、主に
軽負荷期に発生しており、一年を通じて対策が必要となっている。

※1 マスタープラン基本シナリオによる結果であり、需要や供給力バランスの想定が変われば、算定結果も異なることに留意が必要。
※2 発電機Msys最小断面(代表断面)をベースにRoCoF2.0Hz/s断面を作成し算出された感度係数を8760hに適用した結果であり、感度係数の管

理方法などが見直されれば、算定結果も異なることに留意が必要。



55慣性力不足に対する対策費用の試算結果

◼ 2050年withoutにおける慣性力不足の対応策の必要量および必要期間をもとに、「同期電源の運転」と「同期調
相機の設置」の費用対効果を踏まえた各対応策の対応日数等を算出し、電源脱落エリアに対する必要慣性力を
確保するために、エリア全体※にて必要となる慣性力Msysの増加対応費用の概算値を試算した。

※各エリアH3需要比の配分比率で慣性力を確保した場合

◼ 慣性力対策として117.5～316.6億円程度/年の追加費用概算値が必要となる見込みとなった。

2050without

北海道
エリア

日数/年 0日

対応策 なし

コスト 0億円/年

東北・東京エリア

日数/年 13日

対応策 電源

コスト 4.2～16.3億円/年

中西6
エリア

日数/年 117日

対応策 電源、同期調相機

コスト 113.3～300.3億円/年

合計 コスト 117.5～316.6億円/年

※対策費用の諸元は、第64回調整力等委員会と同様。
同期電源：費用が270万～1,050万円/GW・日、費用対効果逆転日数が176日～45日以下
同期調相機：費用が4.75億円/GW・s・年



56（参考）慣性力対策費用について（同期電源の運転費用の試算）

◼ 第64回調整力等委員会において、同期電源の運転費用をLNG MACCをモデルに、持ち替え対象機を石炭、再エ
ネとして、１日あたりのコストしては270～1,050万円/GW・s・日と試算した。

出所）第64回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/chousei_jukyu_64_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/chousei_jukyu_64_haifu.html


57（参考）慣性力対策費用について（同期調相機の設置費用の試算）

◼ 第64回調整力等委員会において、同期調相機の設置費用を、単位慣性定数8sのフライホイール化を想定して、
4.75億円/GW・s・年と試算した。

出所）第64回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/chousei_jukyu_64_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/chousei_jukyu_64_haifu.html


58（参考）慣性力対策費用について（費用対効果逆転日数）

◼ 第64回調整力等委員会において、同期電源費用の270～1,050万円/GW・ｓ・日と同期調相機費用の4.75
億円/GW・ｓ・年を用いて、費用対効果を算出したところ、同期電源費用が270万円/GW・ｓ・日で176日まで、
1,050万円/GW・ｓ・日で45日を境に、同期調相機の設置の方が費用対効果が上回ることとなった。

出所）第64回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/chousei_jukyu_64_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/chousei_jukyu_64_haifu.html


59（参考）慣性力対策費用について（算出概要）

◼ 第64回調整力等委員会において、同期電源と同期調相機の費用対効果逆転日数を境に、同期電源は従量費に
よる算出、同期調相機は固定費による算出を行うことで、最経済な対策費用となる手法を提示した。

出所）第64回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/chousei_jukyu_64_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/chousei_jukyu_64_haifu.html


60

以下、参考スライド

2030年断面の試算



612030年断面の試算概要

◼ 2021年10月に公表された第6次エネルギー基本計画を踏まえて、広域メリットオーダーシミュレーションにより2030
年断面を模擬し、前述で定めた将来断面の試算における前提条件のもとで、慣性力不足断面の試算※を行ったの
で報告する。

◼ なお、あくまでも、将来断面の試算における前提条件であり、感度係数の特性分析の検討状況に応じて、適宜、今
回の結果も見直されるものとなることに留意が必要。

出所）経済産業省HP 第6次エネルギー基本計画の概要資料
https://www.meti.go.jp/press/2021/10/20211022005/20211022005-2.pdf

※第6次エネルギ基本計画で前提を置いて試算したものであり、供給計画や今後の具体的な計画などの反映した
結果とは異なる可能性もあるため、今後想定断面の見直しが適宜必要であり、参考値としての試算

https://www.meti.go.jp/press/2021/10/20211022005/20211022005-2.pdf


62（参考）2030年想定の主な前提条件

◼ 2030年想定の主な前提条件は、以下の通り。

◼ 2022年度※に比べて、需要は約0.88倍に減少、太陽光は約1.7倍、風力は約4.4倍と増加する想定となる。

◼ 連系線は、2021年度長期計画の運用容量を基本としており、整備計画策定済の北海道本州間連系設備増強、
東北東京間連系線増強、東京中部間連系設備増強は反映している。

項目 前提条件 現在※との比較

需要 約7,681億kWh

再エネ

太陽光 約1億1,760万kW

陸上風力 約1,790万kW

洋上風力 約570万kW

連系線

2027年度：北海道本州間連系
2027年度：東北東京間連系
2027年度：東京中部間連系

(新佐久間、東清水)

※2022年度/2022年度供給計画の値

＜需要＞

＜太陽光＞

現在 2030年想定

約0.88倍

現在 2030年想定

約1.7倍

＜風力＞

現在 2030年想定

約4.4倍



63RoCoFの算定結果

◼ 2030年の北海道、東北・東京、中西6エリアのRoCoF最大と推定される断面において、各電源脱落ケースにおける
RoCoFが2.0Hz/sを超過するエリアを確認したところ、北海道エリアは最大が1.12、東北東京エリアは最大が東
北エリアで1.87、中西6エリアは最大が九州エリアで1.92となり、RoCoFが2.0Hz/s超過するエリアはなかった。

◼ したがって、第6次エネルギー基本計画を踏まえた2030年断面の試算において、また現時点の将来断面の試算にお
ける前提条件において、慣性力は確保されている結果となった。

北海道エリア電源脱落
RoCoF：1.12

東北エリア電源脱落
RoCoF：1.87

東京エリア電源脱落
RoCoF：0.93

北陸エリア電源脱落
RoCoF：0.88

中部エリア電源脱落
RoCoF：0.46

関西エリア電源脱落
RoCoF：0.64

中国エリア電源脱落
RoCoF：0.52

四国エリア電源脱落
RoCoF：0.57

九州エリア電源脱落
RoCoF：1.92

中西6エリア 東北東京 北海道

対象エリア 九州エリア 東北エリア 北海道エリア

RoCoF 1.92Hz/s 1.87Hz/s 1.12Hz/s

※1,※2

※1 第6次エネルギ基本計画の前提を置いた試算結果であり、需要や供給力バラ
ンスの想定が変われば、算定結果も異なることに留意が必要。

※2 発電機Msys最小断面(代表断面)による結果であり、前提条件が見直され
れば、算定結果も異なることに留意が必要。

<RoCoF算定結果>



64（参考）RoCoF最大と推定される断面について

◼ 2030年断面の北海道、東北・東京、中西6エリアにおける代表断面の選定として、各発電機Msysの合計値が最
小となる断面を以下の通り、選定した。

◼ この断面を代表断面として、各エリア電源脱落ケースのRoCoFの確認、感度係数の算出などを行った。

北海道 東北・東京 中西6エリア

日時 11/1 8:00 5/2 9:00 1/3 11:00

発電機Msys合計 21.7 198.9 261.6

＜2030年の代表断面＞



65（参考）2030年想定断面の感度係数の算出

◼ 前述の通り、2030年断面の北海道、東北・東京、中西6エリアの代表断面においては、各電源脱落ケースにおける
RoCoFが2.0Hz/sを超過するエリアは確認できなかった。

◼ そのため、感度係数や管理値の算出、慣性力確保状況の確認などは不要となるが、今回定めた感度係数の前提
条件(エリア細分化など)における、北海道、東北・東京、中西6エリアのRoCoF最大となるエリア(東北・東京では東
北エリア、中西6エリアでは九州エリア)に対する感度係数を参考で算出したため、以下に示す。

中西６エリア 東北・東京エリア

エリア 東京 東北

ブロック 千葉湾岸 東京南 東京北 基準

感度係数 68.1 72.3 82.0 100

(%)

エリア 九州 四国 中国 関西 北陸 中部

ブロック 基準 四国 新西広島新広島新岡山東岡山 関西 北陸 中部

感度係数 100 5.5 72.7 44.7 27.3 17.1 7.7 1.3

(%)

東北

東京

100%
82.0%

72.3%
68.1%

九州

中国

四国

関西

北陸

中部

100%
72.7% 1.3%

7.7%

1.3%

5.5%

44.7% 27.3% 17.1%

※1、※2

※1第6次エネルギ基本計画の前提を置いた試算結果であり、需要や供給力バランスの想定が変われば、算定結果も異なることに留意が必要。

※2 発電機Msys最小断面(代表断面)で算出された結果であり、感度係数の管理方法などが見直されれば、算定結果も異なることに留意が必要。



66（参考）2030年想定断面の慣性力確保状況の確認

◼ 前述で算出した感度係数をもとに、北海道、東北・東京、中西6エリアのRoCoF最大となるエリアに対する慣性力
(各発電機Msys×感度係数)の確保状況を参考で算出したため、以下に示す。
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68まとめ

＜感度係数の特性分析＞

◼ これまでの調整力等委員会での報告において、電源脱落地点との同期化力に応じて感度係数が異なることが分かっ
ており、今回の調整力等委員会で、新たに感度係数の系統状態等による影響の分析(特性分析)を行った。

◼ 感度分析の特性分析では、潮流変化や送電線増強・停止、発電機の運転・停止、電圧階級の違いにより、感度
係数が異なることを確認し、今後も、感度係数の特性分析を継続検討していくこととしたい。

＜将来断面の慣性力確保状況の試算＞

◼ マスタープラン最終とりまとめ策定に向けて、現時点で認識している感度係数の特性分析の結果も参考に、将来断
面の試算における前提条件(感度係数の管理方法など)を定めた。

◼ また、今回の前提条件において、2050年withoutの試算を行い、東北東京エリアと中西6エリアで慣性力不足断
面が確認され、対策費用の試算も行った。

◼ 参考で第6次エネルギー基本計画を踏まえた2030年断面の試算も行い、今回の前提条件においては、慣性力が
確保されている結果も確認している。

ただし、2050年withoutの試算、2030年断面の試算は、各々シナリオ限定での試算結果であり、需要や供給力
バランスの想定が変われば算定結果も異なること、また発電機Msys最小断面(代表断面)をベースに算定しており、
感度係数の管理方法などの見直しがされれば算定結果も異なることなど、様々な前提を仮定したうえでの試算であ
ることに留意が必要となる。

◼ 今後は、マスタープラン最終とりまとめ策定に向けて、今回定めた試算における前提条件のもとで、改めて2050年
における連系線増強も踏まえた基本シナリオ(2050年with)の慣性力の確保状況の試算を進めることとしたい。


